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₁．はじめに

インフラの老朽化に対する対応の必要性は、わが
国だけではなく、高度にインフラ蓄積が進んだ先進
諸国における共通の課題である。インフラの老朽化
を経験する先進諸国では、インフラのサービス水準
を維持し、その業務の効率化を目的として、さまざ
まな試みがなされている。同様の課題に直面する国
の政策的試みから導かれる示唆は、わが国の今後の
維持管理政策を立案する上でも有用な知見となる。

インフラの老朽化が顕在化する先進国の 1 つ、英
国（イングランド）では、今後の経済成長を維持す
る上で、国土の人やモノをつなぐ主要道路ネット
ワークの重要性は増大していくと認識されている。
しかし、わが国同様、必ずしも財政的に余裕がある
状況ではない中で、道路ネットワークの効率的な運
営が求められている。

本研究では、英国（イングランド）における主要
道路ネットワークの道路維持管理にかかる近年の制
度的改革を分析し、道路維持管理のための制度設計
を考える上での示唆を導くことを目的とする。ここ
で、主要道路ネットワークとは、イングランドにお
いて戦略的道路ネットワーク（Strategic Road 
Network； 以 下、SRN） に 位 置 づ け ら れ る、
Motorways と呼ばれる自動車専用の高速道路と
Truck Roads と呼ばれる幹線道路を意味する。

なお、2015 年 3 月まで、SRN に係る事業の執行
は、交通省（Department for Transport）が管轄す
る道路庁（Highways Agency, 以下、HA）が担っ
ていた。本研究の当初段階では、HA が採用してい
た道路維持管理に関わる調達スキームに焦点を絞っ
て議論を進める予定であった。本報告書を取りまと
める直前の 2015 年 4 月に、HA が政府所有の公営
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企業に移行するというイングランドの道路行政にお
ける歴史的な転換点を迎えた。この HA の公営企
業化は、イングランドの道路維持管理事業の VFM 

（Value for Money） を改善するものと期待されてお
り、本報告書をまとめる上で無視できない出来事と
なった。HA の公営企業化がもたらす帰結を現段階
では評価できない。しかし、HA の公営企業化の形
式的な仕組みが整った段階であり、そこに至るまで
の背景や議論の経緯を検証することは可能である。
その上で、新たな公営企業化によって期待される効
果や今後の政策的議論の見通しについて推論するこ
とが可能となる。したがって、本研究では、HA の
公営企業化が道路維持管理の効率性に与える影響に
ついても分析対象とした。

以下、₂. では HA の公営企業化の背景、新制度
の仕組み、その意義を明らかにする。₃. では、こ
れまでの HA 及び新たな公営企業である Highways 
England（以下、HE）による道路維持管理サービ
スの調達制度に関する政策を分析し、イングランド
において、制度設計上の問題となった論点を明らか
にする。₄. では、本研究を取りまとめる。

₂．HA の公営企業化

（1）背景
2010 年 に 実 施 さ れ た 歳 出 見 直 し（Spending 

Review 2010；以下、SR10）において、HA は向こ
う 5 年以内に 20％の費用削減が可能であると指摘
された。SR10 を契機として、HA は更なる費用効
率性向上のための改革に取り組んできた。

2015 年 4 月 に 実 施 さ れ た HA の 公 営 企 業
（government-owned company）化は、SR10 以降の
施策の一環である。HA の公営企業化は、2011 年 11
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月、当時の HA の会長（non-executive chairman）
であったアラン・クック（Alan Cook）によって取
りまとめられた報告書（以下、クック・レビュー１））
が契機となった。クック・レビューにおいて指摘さ
れた HA の主な問題は、1） 長期的財政措置の欠如、
2） 組織の商業的感覚の欠如の 2 点に集約できる。

HA は、SRN の建設及び運営維持管理にかかる
事業の執行を担う交通省に属する政府組織であった。
政府組織である HA の事業資金は政府予算によっ
てまかなわれており、予算配分は年度ごとに決める
とする単年度予算主義に基づいていた。単年度予算
主義の下では、毎年度、予算配分の額が見直される。
HA に割り当てられる予算額は、その年度における
政治的、社会的状況の影響を受ける。ある年度に割
り当てられた予算は、当該年度内にすべて執行する
必要がある。そのため、予算が比較的多く割り当て
られた年度は、多くの事業がスタートする一方、割
り当てられた予算が比較的少なければ、実施できる
事業は限られてくる。道路の建設や更新といった事
業は、通常 1 年以上の時間を要する。そのため、仮
に事業をスタートできても、その後の年度の予算が
少なければ、事業をストップせざるを得ないケース
も生じる。このように、単年度予算主義に伴う事業

執行上の不安定性は、スタート・ストップ・ファン
ディング（start-stop funding）問題と呼ばれている。

スタート・ストップ・ファンディングは、サプラ
イチェーンを通じても過剰な費用を発生させる。道
路維持管理業務を実際に請け負うサプライヤー側で
は、事業がストップしても容易に作業員を解雇でき
ない一方、スタートしても雇用者を容易に確保でき
る保証はない。したがって、財務的措置の不安定性
は、サプライチェーンにおいても過剰な費用をもた
らす。

また、単年度予算主義の下では、分配された予算
を使用してしまう必要があることから、組織の商業
的感覚の欠如にもつながる。

（2）新制度の仕組み
Infrastructure Act 2015 の施行により、図－１に

示す体制により、SRN の道路行政が実施されるこ
とになった。旧制度における執行機関は HA であっ
たが、新制度では、戦略的道路会社（Strategic 
Road Company）と呼ばれる会社が担う。戦略的道
路会社は、交通大臣が 100％出資する政府所有の公
営 企 業（government-owned company） で あ る。
戦略的道路会社は、会社法（the Companies Act 
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2006）の下で規定される「会社（the Company）」
として位置づけられ、会社の意思決定という側面で
は、一般的な会社と同様のガバナンス制度を採用し
ている。戦略的道路会社は、法律上の名称であり、
交通大臣によるライセンス（license）により、現在
の HE にその立場が付与されている。戦略的道路会
社の立場、権限に関する法的効力は、License の中
で規定される。

通常の会社では、資金提供者との金融契約におい
て、市場における企業活動から得た収益を返済、配
当する約束を結ぶ。戦略的道路会社の場合、一般的
な企業のように、商業的活動による収入は発生しな
い。したがって、交通大臣は、金銭的リターンを期
待して出資するのではなく、会社が生み出すサービ
スを期待する。

交通大臣が期待するサービスの内容は、道路投資
戦略（Road Investment Strategy; 以下 RIS）にお
いて規定される。RIS では、交通省が目指す戦略的
成果が設定される。さらに、その戦略的成果を実現
するための投資案件及びネットワークのサービス水
準に関するパフォーマンス指標（Key Performance 
Indicator; 以下、KPI）が規定される。維持管理に
関 す る KPI と し て、 戦 略 的 成 果「A Safe and 
Serviceable Network」の達成のため、「メンテナン
スが必要かどうか検討する必要がない舗装道路が
95％以上であること」が設定されている。 

一般的な会社における経営評価のベンチマークは、
借入金の返済が行われ、当初期待されたリターンを
提供しているかどうかという、財務的指標がベンチ
マークとなる。一方、戦略的道路会社の経営評価で
は、RIS で規定される要求内容を達成レベルがベン
チマークとなる。

戦略的道路会社として許認可を受けた HE と交通
省 の 間 を 関 係 づ け る ル ー ル は、Framework 
Document において規定される。交通大臣は、5 年
間を 1 期として、期初にあらかじめコミットした額
を戦略的道路会社の事業資金として供与する。ただ
し、行政内部では、交通大臣による資金は交付金

（grant in-aid）という位置づけである。したがって、
交付金の戦略的道路会社に対する支払いは、期初に
一括ではなく、5 年間分割して行われる。交通省は、
各年度に支払われる額についてはコミットしている
が、各年度に予定されている額の 10％以内であれ
ば、使用できなかった額を翌年度に持ち越したり、

翌年度分を繰り上げて予算請求したりできる。
なお、HE 自体は、政府組織から法的に独立して

いるが、HE の単年度会計は、交通省の会計と一体
的に運用されている。政府は、これから建設を行う
橋や混雑解消を目的とした課金の導入は否定してい
ないものの、SRN を対象とする課金導入について
は否定している３）。また、第 2 次世界大戦後の福祉
国家政策や基幹産業の国有化により公債の累積残高
が問題となっていた。そのため、1957 年公営企業
は公社債による資金調達が禁止された。HE も原則
として、いかなる借り入れ等の資金調達が禁じられ
ている。したがって、HE は、原則的に交通省から
の交付金以外にキャッシュフローを獲得することは
できない。

HE が実際に RIS で規定された要求にしたがって
いるかどうかのモニタリングは、Highways Monitor
が行う。Highways Monitor は、 ORR（Office of Rail 
and Road）に設置される。ORR は、英国及び EU の
法律に基づき、英国議会によって設置される独立し
た規制機関である。Highways Monitor は、HE が
RIS の要求を満たしているかどうかを継続的に監視
する。また、RIS の要求事項に関する適切性の評価、
アドバイスも行う。

HE のパフォーマンスは、Highways Monitor と
は別に Watchdog と呼ばれる監視機関によっても
モニタリングされる。Highways Monitor は、RIS
に基づいて、HE の活動全般の評価を目的とするの
に対して、Watchdog は、利用者の視点からの顧客
満足度（customer's satisfaction）のみを評価する。

（3）新制度の意義
HA にとって、政府から配分される予算は事業執

行のための唯一の資金源である。上述の通り、HA
が政府組織に属するため、例外なく単年度予算主義
が適用される。単年度予算主義自体は、財政規律を
守る上でも重要な役割を果たしている。仮に、単年
度予算主義の下でも、スタート・ストップ・ファン
ディングの問題が発生しないように、安定的な財務
措置を講じることができれば、HA の公営企業化の
必要性はなかったはずである。

しかし、実際には、予算配分は、さまざまな政治
的環境に強く影響を受ける。HA が政府組織に属し、
予算配分が政治的影響から無関係でない限り、ス
タート・ストップ・ファンディングの問題を回避す
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ることができない。公営企業化は、しばしば執行組
織の規律付けのためであると説明される。しかし、
HA の公営企業化の目的は HA の規律付けではなく、
交通省が執行機関に対して長期的財務措置へコミッ
トするための手段であったと考えるべきである。

長期的財務措置は、交通省が一定期間、予算配分
を通じて公営企業の行動を制御する手段を失うこと
を意味している。その意味で、HE は旧制度のとき
と比べて、長期的財務措置により、より大きな事業
執行上の権限を与えられることになった。Aghion 
and Tirole４）が分析した効率的権限配分問題では、
エージェントに対する形式的な権限の付与は、エー
ジェントがより効率的な方法を見いだすための努力
を行うインセンティブを高める効果があることを示
している。HA の公営企業化によって実現した長期
的財務措置へのコミットメントは、HE が VFM を
改善させるアイデアを見いだすための努力の価値を
向上させる効果がある。

HA の公営企業化の最も重要な動機は、長期的財
務措置を可能にすることであったと考えられる。し
かし、HA の公営企業化は、交通省の立場を道路
ネットワークサービスの提供者から需要者へと変化
させる効果ももたらした。HA が交通省の組織に属
していた旧制度の下では、交通省が HA に要求す
るパフォーマンスを明示的に示す必要はなかった。
しかし、公営企業化により、交通省と HE の間に
Arm-length な取引関係が生まれた。これにより、
事業執行機関が達成すべきパフォーマンスが明らか
になり、HE に対するガバナンスを高める効果が期
待できる。また、同時に、Watchdog の導入により、
道路利用者に対してボイスを発する機会が付与され
たことも特筆すべきことである。

₃．HE の経営計画

（1）調達方式
HA は 1994 年の設立当初、メンテナンスに係る業

務を地方政府に委託していた。その後、1997 年から
は民間業者へ委託していた。メンテナンス工事の設
計及びマネジメントを行う業者（Managing Agent；
以 下、MA） と、 工 事 を 施 工 す る 業 者（Term 
Maintenance Contractor；以下、TMC）の 2 業者と
契約するという方式を採用していた。前者の契約を
MA 契約、後者の契約を TMC 契約と呼ぶ。この方

式では、1 つの案件に対して 2 つの契約が必要とな
り、発注業務の重複が生じる。契約上の取引費用の
効率化を目的として、次の MAC（Management 
Agent Contractor）契約と呼ばれる契約方式が生み
出された。
ａ）MAC契約

MAC 契約は、2002 年から適用されている。
MAC 契約では、HA はイングランド全体を 14 のエ
リアに分割して管轄している。MAC は、エリアを
対象として、民間業者があらかじめ計画して実施す
るメンテナンス事業（計画メンテナンス）及び巡回、
障害物除去、ポットホールの補修といったルー
ティーンの中で生じる作業（日常メンテナンス）に
係るすべての業務を担う。

ただし、MAC 契約で業者に一括して委託できる
案件の規模には上限があり、50 万ポンドに設定さ
れている。50 万ポンドを超える案件は、以下に示
す Managed Works Contract と呼ばれる契約によ
り、別途発注が行われる。したがって、MAC 契約
において、業者が担う仕事の範囲は、1） 日常・冬
期及び計画メンテナンスに係るスキームの同定、デ
ザイン、監理といったコンサルティングと、2） す
べての日常／冬期メンテナンスに係る作業、及び
50 万ポンドを上限とする計画メンテナンス工事の
実施である。MAC 契約では、原則として MAC 業
者が具体的に行う仕事ではなく、要求する成果（ア
ウトプット）を規定する。MAC 業者が成果を生み
出すための方法の選択について裁量を有していると
いう意味では、MAC 契約は広義の意味での性能規
定型契約と言える。MAC 契約では、原則として
MAC 業者が達成すべきパフォーマンスが契約義務
として規定される。一方で、仕様レベルで義務が規
定されている箇所も存在し、必ずしも完全な成果規
定型契約であるとは言えない。

MAC 業者に対して実際に生じる作業量や自然・
社会環境をあらかじめ確定的に知ることは不可能で
ある。契約は、このような不確実性が存在する下で
そのリスクを誰が負担するのかを規定する。MAC
契約におけるリスク分担のルールは、対象とする業
務に応じて、以下の 3 つに分類される。

まず、大部分の日常及び冬期メンテナンスに係る
業務は、ランプサム支払い（総価一括支払い）が適
用 さ れ る。MAC 業 者 は、Routine and Winter 
Service Code において規定された要求事項を満た
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せば、あらかじめ決められた額を毎月受け取ること
ができる。ただし、ランプサム支払いの対象となる
業務のリスクは、MAC 業者の負担となる。

次に、計画メンテナンスに係る業務に対しては、
ターゲット・コスト支払いが適用される。契約期間
中に、計画メンテナンスの案件が発生した場合には、
MAC 業者が値付けしたサンプルとなる案件で用い
られた数量と単価を用いて、ターゲット・コストが
算定される。ターゲット・コストは、そのときの物
価に応じて調整される。仮に、HA が要求事項を変
更した場合や MAC 業者が予期しないような状況が
生じた場合には、ターゲット・コストの変更を行う
ことがある。実際の費用がターゲット・コストを超
過すれば、超過分をあらかじめ決めた割合で折半し
て負担し、下回れば余剰金を同様の割合で配分する。
したがって、ターゲット・コストの対象となる業務
については、両者で損益分配によるリスク分担とな
る。

最後に、Managed Work Contact や Framework 
Contract によって実施された工事の設計、監理及
びマネジメント業務については、要した費用の額を
支払う費用補填（cost reimbursement）支払いで
ある。MAC 業者は、実際に発生した費用に、一定
の率のマージンを請求することができる。したがっ
て、Managed Work Contact や Framework 
Contract によって実施された工事の設計、監理及
びマネジメント業務について生じるリスクは、HA
が負担する。
ｂ）Managed Works Contract 

Managed Works Contract では、MAC の業者に
よって同定された 50 万ポンドを超える計画メンテ
ナンスの工事を対象として、別途、競争入札にかけ
て発注を行い、請負業者を選定する。この際、HA
が同意しない限り、MAC 業者は、本工事の入札に
参 加 す る こ と が で き な い。Managed Works 
Contract の下で実施される工事の設計及び監理は、
MAC 業者によって行われる。
ｃ）Framework Contract

英国では、Framework agreements と呼ばれる
調達手法が存在する。公的組織が何か特定の財や
サービスが必要になることが分かっているが、具体
的にいつ、どのようなものが必要になるかが分から
ない場合がある。このとき、いくつかの事業者とあ
らかじめ Framework Agreement と呼ばれる合意

を結び、必要な場合に事業者を使うことができるよ
うにする。

Framework Contract は、Managed Works 
Contract と同様に、50 万ポンドを超える計画メン
テナンスに係る工事を対象としている。ただし、
Managed Works Contract のように、競争入札を通
じて業者を決めるのではなく、あらかじめ決められ
たいくつかの framework contractor と呼ばれる業
者の中から選ばれる。このような方式は、2009 年
末の時点で 9 つのエリアで用いられていた。
Framework contractor とは 4 ～ 7 年の間、当該エ
リアでの 50 万ポンドを超える計画メンテナンスの
工事を請け負う。9 つのエリアのうち、主導的な役
割を果たす業者を 1 者のみ選定している場合や、専
門性に応じて framework contractor を選定してい
る場合が見られる。
ｄ）ASC （Asset Support Contractors） 

MAC からさらなる費用削減を目指して、ASC が
導入された。ASC では、適用上限額が MAC よりも
引き上げられ 500 万ポンドまで適用可能となった。
また、MAC よりもさらにアウトカム指標に基づい
た性能規定化が進められた。ASCにおける要求水準
書は、AMOR５）（Asset Maintenance and Operation 
Requirements）と呼ばれる。ASC は MAC よりも、
業者に対してサービス提供を行う上でより高い裁量
を与えることにより、効率化のインセンティブを与
える手段を提供する意図がある。

（2）ASC の課題と新たなモデルの模索
HE は、ASC では業者が過度に費用効率性を重視

し、施工品質への確保が困難となる問題を認識し始
めた。ASC 業者は要求水準を最低限満たそうとす
る。要求水準で規定されない品質要素は費用削減の
ため無視される。道路維持管理がもたらす効果は多
岐にわたり、すべての要求事項を明示的に記載する
ことは現実的には難しい。このように契約の不完備
性に伴う問題が献じ課しつつある。例えば、MAC
や ASC では、業者は将来のメンテナンス負担が軽
減できるような施工を行うインセンティブを持たな
いであろう。

過度に進展した性能規定化に伴う問題を背景とし
て、HE は新たな維持管理モデルを模索している。
MAC や ASC では、請負者が 1） 設計、2） 工事、3） 
運営のマネジメントの 3 つを担ってきた。しかし、
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新しいモデルでは、HE が直轄で運営のマネジメン
トを行うとしている。これにより、HE は維持管理
のマネジメント戦略をインハウスで実施し品質を維
持できると期待している。また、耐久力のあるメン
テナンスが可能になれば、メンテナンス工事による
途絶や道路作業員の安全性にかかる費用を小さく出
来る。このスキームは、これまで ASC を導入して
いた East Midlands において、2016 年 1 月から導
入される予定である６）。

さらに、Collaborative Delivery Framework（以
下、CDF）と呼ばれる新たなモデルの試行も始まっ
ている。CDF では、事業種別及び事業規模に応じ
て、複数のサプライヤーと framework 合意を行い、
事業が具体化すれば、framework に選ばれたサプ
ライヤーの中から請負者が決まる。このような
framework は、HE とサプライヤー、あるいはサプ
ライヤー同士の間で、契約のみに基づく arm-
length な関係ではなく、より長期的な関係性に基
づく取引関係を築く意図があると考えられる。
CDF はサプライチェーンの効率化によい影響をも
たらすと期待される一方で、道路維持管理サービス
を市場が寡占化する可能性も無視できない。

（3）マネジメント・システムの標準化
アセットマネジメントの国際標準規格である

ISO5500X が 2014 年 1 月 に 発 効 し た。HE も
ISO5500X の導入を目指しており６）、マネジメント・
システムそのものの標準化が進展しつつある。
ISO5500X は、技術標準ではなく、マネジメント標
準であり、組織の PDCA を回すための仕組みが満
たすべき要求事項に関する規格である。PDCA を
回す仕組みであるアセットマネジメントシステムの
開発もすでに進んでいる。HA は、2014 年から
Bentley 社が開発した AssetWise と呼ばれるアセッ
トマネジメントシステムを導入し、それをベースと
して統合資産仮情報システム（Integrated Asset 
Management Information System）として運用さ
れている。アセットマネジメントシステムは、ある
特定のシステムが普及するほど、そのシステムの利
用価値が高くなるために、将来的にはデファクト標
準化が進む可能性が高い。

₄．おわりに

本研究では、英国（イングランド）における主要
道路ネットワークの道路維持管理にかかる近年の制
度的改革を分析し、道路維持管理のための制度設計
問題を考える上での示唆を導いた。

イングランドでは、道路維持管理の効率化に対す
る要請が強まる中、HA の公営企業化や調達の新た
なモデルの模索が試みられている。公営企業化は
HE がサプライチェーンの効率化を実現するための
契機となっており、現在、調達マニュアルの見直し
も進んでいる。また、アセットマネジメントシステ
ムの確立に向けた動きも急速に進んでいる。今後、
資産管理システムの改善プランの確立、資産管理シ
ステムとパフォーマンス指標と関連性の検証が実施
される予定である。
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